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新規研究課題 提案書 
 

1. 研究課題名 GNSSと異種センサを統合した新しい測地観測技術の開発 

2. 提案課・室名問合せ

先 

国土地理院 地理地殻活動研究センター 地殻変動研究室/宇宙測地研究室 

代表担当者：地殻変動研究室 宗包 浩志 

3. 研究期間 令和６年4月～令和11年３月（5年間） 

4. 背景となる現状と

解決すべき課題 

国土地理院では、GNSSや衛星SAR等により地震や火山活動に伴う地殻変動を

計測し、地震・火山の評価を行う政府機関等に情報提供するとともに、位置情報管理

のために用いている。迅速かつ稠密な地殻変動観測は、政府機関における評価や位

置情報管理の的確さを支える重要な要素である。 

例えば、火山噴火の可能性が高まった際や地震が発生した際、活動の評価に必要

なメカニズムの把握のため、迅速かつ稠密な測地データの収集が必要となる。ま

た、巨大地震が発生した後の国家座標を適切に維持管理するため、地震発生後に起

こる余効変動等の迅速かつ稠密な把握が必要である。 

特に、今年度活動火山対策特別措置法が一部改正され、令和６年度より火山調査

研究推進本部が設置される予定であること、また、石川県の能登地方で、一般的な

海溝型地震や内陸地震とは異なる地震現象が進行していることなどから、国内の地

震・火山噴火災害への対応に向けて、一層の地殻変動観測能力の強化が求められて

いるところである。 

地殻変動の把握は電子基準点により行われるが、対象となる地殻変動の空間的な

規模がメソスケール（数十km）以下の場合、電子基準点では配点密度が不足するた

め、それを補う測地観測が必要である。そのため、国土地理院では、可搬型GNSS連

続観測装置（REGMOS）による観測や、衛星SAR観測による地盤変動把握を実施し

ている。 REGMOSは自立的なデータの送信管理や電源管理が可能であり、長期

的に安定してGNSS測位が可能であるという利点がある一方、設置場所が主に車

で接近できる場所に限られていること、また、設置・撤去に労力を要することから、

稠密に地殻変動を把握するという点で課題がある。また、衛星SAR観測は、面的に

地殻変動を把握できるものの、計測精度や観測頻度の問題で、有意な地殻変動を検

出することが困難な場合がある。 

また、火山では溶岩ドームの形成など、局所的に大規模な地殻変動が発生する場

合がある。このような場合、衛星SAR観測が用いられるが、衛星SAR観測は観測頻

度が少なく時間分解能が不足すること、また、計測成分が１成分のみであるという課

題がある。また、近年では地上設置型SAR観測も有望な手法として研究されている

が、計測成分が１成分のみであること、電波の使用に許可が必要であるという課題

がある。 

近年、エレクトロニクス技術の発達により、小型で機動的なGNSS観測が実現可能

となるとともに、MEMS(Micro Electro Mechanical System)により、比較

的安価で高精度の傾斜・加速度計測が可能となった。また、地上型レーザスキャナの

技術開発が進展し、三次元点群のマッチング技術を工夫することで、場所を選ばず

遠隔から高い計測精度で測地観測を行う技術的環境が整いつつある。 
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5. 研究開発の目的・目

標（アウトプット指

標、アウトカム指標） 

本研究では、地震・火山活動において、メソスケール以下の地殻変動を把握可能と

し、かつGNSS単独よりも付加価値が高く効率的な、小型・機動的な測地観測装置お

よび測地観測技術を開発することで、地震・火山活動のメカニズム把握や国家座標

の適切な維持管理に資することを目的とする。 

そのため、本研究では、GNSSとMEMSによる傾斜・加速度計を融合した、小型

で機動性にすぐれた測地観測装置を構築する。また、地上型レーザスキャナによる

変動計測とあわせて遠隔地から安全・効率的に面的地殻変動を把握可能とする技術

を確立する。 

 

【アウトプット】 

・GNSSとMEMS傾斜・加速度計を融合した小型・機動的測地観測装置 

・小型・機動的測地観測装置と地上型レーザスキャナの融合による面的地殻変動把握

技術 

【アウトカム】 

・本研究の開発技術で観測される地殻変動を分析して火山調査研究推進本部、地震

調査委員会、地震予知連絡会、火山噴火予知連絡会等の各専門機関における活動評

価や検討に利活用． 

・本研究の開発技術により、地震活動に伴う変動（特に余効変動）や火山活動に伴う

地殻変動を詳細にとらえることで、地かく、地ぼうの変動を的確に計測でき、国家座

標（測量成果）の現況からの不適合を迅速に把握し、必要に応じて修正（測量法：第31

条）することに貢献． 

・本研究成果で得られた機器開発に関する要素技術を、電子基準点等の測地観測の

高度化に利活用 

 

6. 研究開発の方法、実

施体制 

本研究では、GNSSとMEMSによる傾斜・加速度計を融合した、小型で機動性に

すぐれた測地観測装置を構築する。また、地上型レーザスキャナによる変動計測と

あわせて安全・効率的に面的な地殻変動を把握可能とする技術を確立する。そのた

め、以下の技術開発を実施する。 

 

①小型・機動的測地観測装置の開発 

○令和6～７年度にかけて、小型・機動的測地観測装置のプロトタイプを作成し、地理

院構内での試験観測を実施し、取得したデータの評価を行う。 

・小型・機動的測地観測装置プロトタイプの設計・実装 

・計測要素技術（通信・省電力性・GNSS受信シグナルなど）の評価 

  ・MEMS傾斜・加速度計の試験観測・評価 

○令和8年度にかけて、構内試験観測の結果を受けてプロトタイプを改良し、地理院

構内での観測を継続する。 

・プロトタイプの改良 

・傾斜・加速度データの発展的活用法の検討（傾斜計・地震計としての利用、キネマ

ティックGNSSとの融合など） 

○令和9～10年度にかけて、火山地域において連続観測を実施し、取得したデータ

の評価を行うとともに、得られた結果を基にプロタイプの機能強化、改造を行う。 
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 ・地殻変動データの計測、他観測データとの比較 

 ・観測データモニタリングシステムの開発 

②地上型レーザスキャナとの融合による面的地殻変動把握技術の確立 

○令和７～8年度に地上型レーザスキャナを調達し、地理院構内での試験観測を実

施し、取得したデータの評価を行う。 

○令和9～10年度にかけて、小型・機動的測地観測装置と同じフィールドにおいて

観測を行い、取得したデータについて相互評価を行いつつ、手法の高度化を行い、

両者を融合した変動計測技術を確立する。 研究は、地殻変動研究室および宇宙測

地研究室との共同で行う。主担当は、①については主任研究官・研究官３名、②につ

いては主任研究官・研究官３名で行う。観測については、両室の室員が分担して参加

する。火山地域における観測については、対象火山に深い知識を有する大学等の研

究者と連携して実施する。 

 

 


